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【Ⅴ－１（入院医療について）－①】 

新新

新新

骨子【Ⅴ－１－(1)(2)】

退院後の生活を見通した入院医療の評価 
 

第１ 基本的な考え方 

 

１ 後期高齢者に対し入院時から退院後の生活を念頭に置いた医療を行うこ

とが必要なことから、病状の安定後早期に、患者の基本的な日常生活能力、

認知機能、意欲等について総合的な評価を行うことを診療報酬上評価する。 

 

２ また、居宅での生活を希望する場合に、安心して居宅での生活を選択でき

るよう、入院時から退院後の生活を見越した退院支援計画を策定し退院調整

を行う取組を評価する。 

 

 

第２ 具体的な内容 

 

１ 病状の安定が見込まれた後できるだけ早期に、基本的な日常生活能力、認

知機能、意欲等について総合的な機能評価を行い、その結果を患者及び家族

等に説明した場合を評価する。 

 

(1) 後期高齢者総合評価加算  ５０点（入院中１回） 

 

［算定要件］ 

１ 病状の安定が見込まれた後できるだけ早期に、患者の基本的な日常生活能力、認知

機能、意欲等について総合的な評価を行った場合に入院中１回に限り所定点数に加算

する 

２ 当該保険医療機関内で高齢者の総合的な機能評価のための職員研修を計画的に実施

すること 

［施設基準］ 

  当該保険医療機関内に、後期高齢者の総合的な機能評価に係る研修を受けた医師又

は歯科医師が一名以上配置されていること 

 

２ 総合的な機能評価の結果等を踏まえ、退院困難な要因があるとされたもの

に対して、その要因の解消等を含めた退院支援計画を策定し退院調整を行う

ことを評価する。 

 

(2) 後期高齢者退院調整加算  １００点（退院時１回） 
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［算定要件］ 

退院困難な要因を有する後期高齢者に対して、患者の同意を得て退院支援のための

計画を策定し退院した場合について算定する 

［施設基準］ 

１ 病院では、入院患者の退院に係る調整・支援に関する部門が設置されており、退院

調整に関する経験を有する専従の看護師又は社会福祉士が１名以上配置されているこ

と 

２ 有床診療所では、退院調整に関する経験を有する専任の看護師、准看護師又は社会

福祉士が１名以上配置されていること 

３ 退院支援に関して患者の同意のもと、以下を実施していること 

(1) 入院早期に、退院に関する支援の必要性の評価を行っていること 

(2) 支援の必要性が高い患者について、具体的な支援計画を作成すること 

(3) 支援計画に基づいて患者又は家族に支援を行うこと 
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【Ⅴ－１（入院医療について）－②】 

改改

改改

骨子【Ⅴ－１－(3)(5)(6)(7)(8)】

退院時における円滑な情報共有や支援の評価 
 

第１ 基本的な考え方 

 

入院中の患者の退院時における円滑な情報共有を進めるため、入院中の医

療機関の医師と、地域での在宅療養を担う医師や医療関連職種が共同して指

導を行った場合に評価を行う。 

 

 

第２ 具体的な内容 

 

１ 退院に際し情報共有を円滑に行うため、入院中の医療機関の医師、歯科医

師、薬剤師、看護師等と、地域での在宅療養を担う医師等医療関連職種が、

共同して指導を行った場合に評価する。また、他職種の医療従事者等が一堂

に会し共同で指導を行った場合にさらなる評価を行う。 

 

  (1) 医師 

 

現 行 改正案 

【地域連携退院時共同指導料１】 

地域において当該患者の退院後の在宅療

養を担う保険医療機関の保険医が、入院先

に赴いて、退院後の居宅における療養上必

要な説明及び指導を入院中の保険医療機関

の保険医、看護師等又は連携する訪問看護

ステーションの看護師等と共同して行った

場合に算定する 

１ 在宅療養支援診療所の場合 

１，０００点 

２ １以外の場合      ６００点 

 

【地域連携退院時共同指導料２】 

入院中の保険医療機関の保険医、看護師

等が、退院後の居宅における療養上必要な

説明及び指導を、地域において当該患者の

退院後の在宅療養を担う保険医療機関の保

険医と共同して行った場合に算定する 

 

【退院時共同指導料１】 

地域において当該患者の退院後の在宅療

養を担う保険医療機関の保険医又は看護師

等が、入院先に赴いて、退院後の在宅での

療養上必要な説明及び指導を入院中の保険

医療機関の保険医、看護師等と共同して行

った場合に算定する 

 

１ 在宅療養支援診療所の場合 

１，０００点 

２ １以外の場合      ６００点 

 

【退院時共同指導料２】 

入院中の保険医療機関の保険医又は看護

師等が、退院後の在宅での療養上必要な説

明及び指導を、地域において当該患者の退

院後の在宅療養を担う保険医療機関の保険

医又は看護師等と共同して行った場合に算

定する 
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新新

新新

 

１ 在宅療養支援診療所の場合  

５００点 

２ １以外の場合 

３００点 

 

（点数の一本化） 

３００点 

 

 

注１ 入院中の保険医療機関の保険医及び

地域において当該患者の退院後の在宅療

養を担う保険医が共同して指導を行った

場合に、所定点数に３００点を加算する

注２ 入院中の保険医療機関の保険医が、

当該患者の退院後の在宅療養を担う保険

医療機関の保険医若しくは看護師等、保

険医である歯科医師若しくは歯科衛生

士、保険薬局の保険薬剤師、訪問看護ス

テーションの看護師等（准看護師を除

く。）又は居宅介護支援事業者の介護支

援専門員のうちいずれか３者以上と共同

して指導を行った場合に、所定点数に２，

０００点を加算する 

 

 

(2) 歯科医師 

 

    退院時共同指導料 

１ 在宅療養支援歯科診療所の場合  ６００点 

２ １以外の場合          ３００点 

［算定要件］ 

保険医療機関に入院中の患者について、地域において当該患者の退院後の在宅療養

を担う保険医療機関の保険医である歯科医師又は歯科衛生士が、当該患者が入院して

いる保険医療機関に赴いて、患者の同意を得て、退院後の在宅での療養上必要な説明

及び指導を、入院中の保険医療機関の保険医又は看護師等と共同して行った上で、文

書により情報提供した場合に算定する 

 

(3) 薬剤師 

 

退院時共同指導料  ６００点 

 

［算定要件］ 

 保険医療機関に入院中の患者について、退院後の訪問薬剤管理指導を担う保険薬局
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改改

新新

として当該患者が指定する保険薬局の保険薬剤師が、当該患者が入院している保険医

療機関に赴いて、患者の同意を得て、退院後の在宅での療養上必要な説明及び指導を、

入院中の保険医療機関の保険医又は看護師等と共同して行った上で、文書により情報

提供した場合に算定する 

 

(4) 訪問看護ステーション 

 

末期の悪性腫瘍の患者等については、退院前に十分な指導を行う必要が

あることから、２回まで算定を認めるとともに、連携先の医療機関に係わ

らず点数を一本化する。 

 

現 行 改正案 

【訪問看護療養費】 

地域連携退院時共同指導加算 

１ 在宅療養支援診療所と連携した場合 

６，０００円 

２ １以外の場合     ４，２００円 

 

 

保険医療機関又は介護老人保健施設に入院

中又は入所中で、訪問看護を受けようとする

患者に対し、退院又は退所に当たって、当該

主治医等と訪問看護ステーションの看護師等

（准看護師を除く。）が共同して、居宅にお

ける療養上必要な指導を行った場合 

【訪問看護療養費】 

退院時共同指導加算 

（点数の一本化） 

６，０００円 

（末期の悪性腫瘍の患者等については、２回

に限り算定） 

 

保険医療機関又は介護老人保健施設に入院

中又は入所中で、訪問看護を受けようとする

患者に対し、退院又は退所に当たって、当該

主治医等と訪問看護ステーションの看護師等

（准看護師を除く。）が共同して、在宅での

療養上必要な指導を行った場合 

  

２ 後期高齢者が入院中に服用した主な薬剤の情報の管理や、栄養管理に関す

る情報が退院後にも継続的に行えるような取組に対する評価を創設する。 

 

(1) 後期高齢者退院時薬剤情報提供料  １００点 

 

［算定要件］ 

 後期高齢者である患者の入院時に、服用中の医薬品等について確認するとともに、

入院中に使用した主な薬剤（副作用が発現した薬剤や退院直前に投薬又は注射された

薬剤等）の名称並びに副作用が発現した薬剤については、投与量、当該副作用の概要、

講じた措置（投与継続の有無等を含む。）、転帰等について、当該患者の薬剤服用歴

が経時的に管理できるような手帳（いわゆる「お薬手帳」）等に記載した場合に算定

する 
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新新
 

新新

新新

 

(2) 後期高齢者退院時栄養・食事管理指導料  １８０点 

 

［算定要件］ 

 栄養管理計画に基づき栄養管理が実施されている後期高齢者であって、低栄養状態

にある患者の退院に際して、管理栄養士が患者又はその家族等に対して、退院後の在

宅での栄養・食事管理について指導及び情報提供を行った場合に算定する 

 

３ 末期の悪性腫瘍の患者や医療機器を使用する患者等が在宅療養に移行す

る場合には、状態が不安定になりやすいため、退院直後の時期を重点的に支

えることが必要であることから、訪問看護ステーションによる指導の評価を

新設する。 

 

退院支援指導加算   ６，０００円 

 

［算定要件］ 

  末期の悪性腫瘍等の患者に対し、訪問看護ステーションの看護師等（准看護師を除

く。）が退院日に在宅において療養上必要な指導を行った場合に算定する 

 

４ 入院の前後で継続した診療ができるよう退院後、当該患者が入院前に主に

担当していた医師の外来に通院した場合の評価を創設する。 

 

後期高齢者外来継続指導料  ２００点 

 

［算定要件］ 

１ 後期高齢者診療料を入院の月又はその前月に算定している患者が他の保険医療機関

に入院した場合であって、当該患者が退院後再び継続して当該後期高齢者診療料を算

定する保険医療機関において診療を行ったときに、退院後の最初の診療日に算定する 

２ 外来で再び継続して診療を行うに当たっては、入院していた保険医療機関から入院

中の診療に関する情報提供を受けること 
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【Ⅴ－１（入院医療について）－③】 

新新

骨子【Ⅴ－１－(4)】

在宅や外来と継続した入院医療等の評価 

 

第１ 基本的な考え方 

 

在宅医療が広がりをみせる中で、在宅療養を行っている患者の病状の急変

等に伴い緊急時に病院等に入院できる体制の確保がより一層求められてい

ることや、後期高齢者の生活を重視するという視点から、地域の主治医との

適切な連携の下、患者の病状の急変等に地域の主治医からの求めに応じて、

入院させた場合に評価する。 

 

 

第２ 具体的な内容 

 

 １ 後期高齢者診療料を算定している後期高齢者の患者の病状の急変等に伴

い、当該保険医療機関の医師の求めに応じて入院させた場合に、当該患者に

ついて、入院初日に限り所定点数に加算する。 

 

後期高齢者外来患者緊急入院診療加算   ５００点（入院初日） 

 

［算定要件］ 

１ 診療所において後期高齢者診療料を入院の月又はその前月に算定している患者につ

いて病状の急変等に伴い当該保険医療機関の医師の求めに応じて、当該患者に関する

診療情報を交換し、円滑に入院させた場合に算定する 

２ 後期高齢者診療料で作成する診療計画に緊急時の入院先としてあらかじめ定められ

た病院及び有床診療所に限る 

３ 入院後２４時間以内に当該診療所の医師と入院中の担当医が診療情報を交換した場

合も算定できることとする 

４ 入院先の保険医療機関の医師は、患者の希望する診療内容について主治医に確認し

その内容を共有すること 
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改改

２ 在宅療養支援診療所等の医師の求めに応じてその患者をあらかじめ定めら

れた連携医療機関に入院させた場合の診療報酬上の評価を引き上げる。 

 

現 行 改正案 

【在宅患者応急入院診療加算】（入院初日）

６５０点 

 

 

患者の病状の急変等に伴い、医師の求めに

応じて入院させた場合に入院初日に限り所定

点数に加算する 

【在宅患者緊急入院診療加算】（入院初日）

１ 連携医療機関である場合 

１，３００点 

２ １以外の場合       ６５０点 

患者の病状の急変等に伴い、医師の求めに

応じて入院させた場合に入院初日に限り所定

点数に加算する 

 

注 １の算定に当たっては事前に緊急時の入

院先として患者及び家族に連携医療機関の

名称等を文書にて提供した医療機関に入院

した場合にのみ算定する 
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【Ⅴ－２（在宅医療について）－①】 

新新

新新

新新

骨子【Ⅴ－２－(1)(2)】

在宅医療におけるカンファレンス等の 
情報共有に関する評価 

 

第１ 基本的な考え方 

 

医師等が、在宅での療養を行っている患者の利用する医療サービス、福祉

サービス等の情報を共有し、連携のもと療養上必要な指導を行うことは重要

であることから、新たに評価することとする。また、患者の病状の急変や診

療方針の変更等に伴い、他の医療従事者と共同でカンファレンスを行い、関

係職種間の情報の共有や患者に対する必要な指導等を行うことについても評

価する。 

 

 

第２ 具体的な内容 

 

１ 医師等が、在宅での療養を行っている患者を訪問して、患者の利用する医

療サービス、福祉サービス等の情報を集約した上で共有し、療養上必要な指

導及び助言を患者又は家族に行った場合の評価を新設する。 

 

(1) 医師、歯科医師又は看護師 

 

在宅患者連携指導料     ９００点（月１回） 

 

在宅患者連携指導加算  ３，０００円（月１回） 

（訪問看護療養費） 

在宅患者連携指導加算    ３００点（月１回） 

（在宅患者訪問看護・指導料） 

［算定要件］ 

１ 医療関係職種間で共有した情報を踏まえて患者又は家族への指導等を行うとともに、

その指導内容や療養上の留意点について他職種に情報提供した場合に算定する 

２ 他職種から情報提供を受けた場合、可能な限り速やかに患者への指導等に反映させ

るよう留意しなければならない。また、その結果について、当該患者の在宅医療に係

る関係者間で共有できるよう努めなければならない 

３ 要介護被保険者については当該点数の算定の対象としない  等 

 

(2) 薬局の薬剤師（後述） 

現行の在宅患者訪問薬剤管理指導について、現在要件となっている医師

との連携に加えて、患者の利用する医療サービス、福祉サービス等の情報
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新新

新新
 

新新
  

新新
   

を関係職種と共有した上で行うこととし、月の２回目以降の算定の場合の

評価を引き上げ、点数を一本化する。 

※また、居住系施設入居者等に対して行う場合についての評価を新設する。 

    

「Ⅴ－２（在宅医療について）－⑥の第２の１」を参照のこと。 

 

 

２ 患者の急変等に際し、主治医等が患家を訪問し、関係する医療従事者と共

同で一堂に会しカンファレンスを開催し、診療方針等について話し合いを行

い、患者に指導を行った場合の評価を新設する。 

 

(1) 医師、歯科医師又は看護師 

 

在宅患者緊急時等カンファレンス料    ２００点（月２回） 

 

在宅患者緊急時等カンファレンス加算 ２，０００円（月２回） 

（訪問看護療養費） 

在宅患者緊急時等カンファレンス加算   ２００点（月２回） 

（在宅患者訪問看護・指導料） 

 

［算定要件］ 

在宅での療養を行っている患者の急変等に伴い、関係する医療従事者と共同で患家

に赴きカンファレンスを行い、共同で療養上必要な指導を行った場合に算定する 

 

(2) 薬局の薬剤師 

 

在宅患者緊急時等共同指導料  ７００点（月２回） 

 

［算定要件］ 

在宅での療養を行っている患者であって、通院が困難なものの状態の急変等に伴い、

当該患者の在宅医療を担う保険医療機関の保険医の求めにより、関係する医療従事者と

共同で患家に赴き、カンファレンスに参加し、それらの者と共同で療養上必要な指導を

行った場合に算定する 
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【Ⅴ－２（在宅医療について）－②】 

改改

新新
 

骨子【Ⅴ－２－(3)】

２４時間体制の訪問看護の推進 
 
第１ 基本的な考え方 

 
在宅医療における訪問看護の重要性にかんがみ、訪問看護基本療養費を引

き上げる。 
また、在宅で安心して療養できる環境を整備するため、２４時間訪問対応

が可能な体制を整えていることについて評価を行う。 
 
第２ 具体的な内容 
 
１ 訪問看護基本療養費、在宅患者訪問看護・指導料の評価を引き上げる。 

現 行 改正案 

【訪問看護療養費】(１日につき) 

・訪問看護基本療養費（Ⅰ） 

(1) 保健師、助産師、看護師、理学療法士、

作業療法士又は言語聴覚士の場合 

（一） 週３日目まで   ５，３００円 

（二） 週４日目以降   ６，３００円 

(2) 准看護師 

（一） 週３日目まで   ４，８００円 

（二） 週４日目以降   ５，８００円 

【訪問看護療養費】(１日につき) 

・訪問看護基本療養費（Ⅰ） 

(1) 保健師、助産師、看護師、理学療法士、

作業療法士又は言語聴覚士の場合 

（一） 週３日目まで    ５，５５０円

（二） 週４日目以降    ６，５５０円

(2) 准看護師 

（一） 週３日目まで    ５，０５０円

（二） 週４日目以降    ６，０５０円

【在宅患者訪問看護・指導料】(１日につき)

１ 保健師、助産師又は看護師 

イ 週３日目まで     ５３０点 

ロ 週４日目以降     ６３０点 

２ 准看護師 

イ 週３日目まで     ４８０点 

ロ 週４日目以降     ５８０点 

【在宅患者訪問看護・指導料】(１日につき)

１ 保健師、助産師又は看護師 

イ 週３日目まで      ５５５点

ロ 週４日目以降      ６５５点

２ 准看護師 

イ 週３日目まで      ５０５点

ロ 週４日目以降      ６０５点

 
２ ２４時間対応できる体制にあるときの加算を創設する。 

現 行 改正案 

【訪問看護療養費】（月１回） 

・２４時間連絡体制加算  ２，５００円 

利用者又はその家族等からの電話等に常時

対応できる体制にある場合。 

 

【訪問看護療養費】（月１回） 

イ ２４時間対応体制加算  ５，４００円

  利用者又はその家族等からの電話等に常

時対応でき、緊急時訪問看護を必要に応じ

て行える体制にある場合。 

ロ ２４時間連絡体制加算  ２，５００円

利用者又はその家族等からの電話等に常

時対応できる体制にある場合。 
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【Ⅴ－２（在宅医療について）－③】 

新新
 

新新
 

改改

骨子【Ⅴ－２－(4)(5)】

患者の状態に応じた訪問看護の充実 
 

第１ 基本的な考え方 

 

１ 人工呼吸器装着者に対して、患者の状態や訪問内容によって、標準的な訪

問時間を超える長時間の訪問を行う場合について評価を行う。 

 

２ 気管切開の患者等が急性増悪した場合等の週４日以上の訪問について評

価を行う。 

 

 

第２ 具体的な内容 

 

１ 人工呼吸器を使用している状態にある者に対する訪問看護が２時間を超

える場合の評価を新設する。 

 

   長時間訪問看護加算   ５，２００円（週１回) 

（訪問看護療養費) 

長時間訪問看護・指導加算  ５２０点（週１回) 

（在宅患者訪問看護・指導料) 

 

２ 気管カニューレを使用している状態にある者、重度の褥瘡（真皮を越える

褥瘡の状態）のある者に対して、特別訪問看護指示書を１月につき２回まで

交付できるよう算定回数を拡大する。 

 

現 行 改正案 

【訪問看護療養費、在宅患者訪問看護・指導料】

主治医から当該者の急性増悪等により、一

時的に頻回の訪問看護の必要がある旨の特別

訪問看護指示書の交付を受けて訪問看護を行

った場合、月１回に限り、指示のあった日か

ら１４日以内に行った訪問看護について所定

額を算定する 

【訪問看護療養費、在宅患者訪問看護・指導料】

主治医から当該者の急性増悪等により、一

時的に頻回の訪問看護の必要がある旨の特別

訪問看護指示書の交付を受けて訪問看護を行

った場合、月１回に限り（別に厚生労働大臣

が定める者については２回）、指示のあった

日から１４日以内に行った訪問看護について

所定額を算定する 
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新新

新新

新新

【Ⅴ－２（在宅医療について）－④】 

骨子【Ⅴ－２－(6)】

居住系施設入居者等に対する医療サービスの 
評価体系の新設 

 

第１ 基本的な考え方 

 

様々な居住系施設における患者の居住の状況や疾病の管理等の医療サービ

スの提供体制等を踏まえて、これらの施設の後期高齢者を含めた入居者等に

対して提供される医療サービスについて、適切な評価を行う。 

 

 

第２ 具体的な内容 

 

１ 後期高齢者等が多く生活する施設等に居住する患者に対して、医療関連職

種が訪問診療等を行った場合についての評価を新設する。 

 

(1) 医師の場合 
 

在宅患者訪問診療料２  ２００点（１日につき） 
 

［算定要件］ 

 高齢者専用賃貸住宅、有料老人ホーム、認知症対応型共同生活介護事業所、特定施

設（外部サービス利用型を含む）、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の入居

者等である患者であって通院が困難なものに対して、計画的な医学管理の下に定期的

に訪問して診療を行った場合に算定する 

 

(2) 看護師の場合 
 

居住系施設入居者等訪問看護・指導料（１日につき） 

保健師、助産師、看護師の場合 

週３日目まで ４３０点 、週４日目以降  ５３０点 

准看護師の場合 

週３日目まで ３８０点 、週４日目以降 ４８０点 

［算定要件］ 

在宅患者訪問診療料２に該当する施設 

 

訪問看護基本療養費(Ⅲ) （１日につき） 

保健師、助産師、看護師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の

場合 

週３日目まで ４，３００円 、週４日目以降  ５，３００円 
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新新
 

新新

新新

新新

准看護師の場合 

週３日目まで ３，８００円 、週４日目以降 ４，８００円 

［算定要件］ 

在宅患者訪問診療料２に該当する施設 

 

(3) 在宅患者訪問リハビリテーション指導管理料２  ２５５点 

 

 

(4) 在宅患者訪問薬剤管理指導料２ 

（保険医療機関の薬剤師の場合） ３８５点 

（保険薬局の薬剤師の場合）   ３５０点 

 

(5) 在宅患者訪問栄養食事指導料２  ４５０点 

 

 

２ 特定施設、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の入者居等である後

期高齢者に対する在宅医療について、適正な評価を行うとともに、在宅療養

支援診療所以外であっても、在宅時医学総合管理料の算定を認める。 

 

特定施設入居時等医学総合管理料（月１回） 

１ 在宅療養支援診療所又は在宅療養支援病院の場合 

イ 保険薬局において調剤を受けるために処方せんを交付する場合 

３，０００点 

ロ 処方せんを交付しない場合 

３，３００点 

２ １以外の場合 

イ 保険薬局において調剤を受けるために処方せんを交付する場合 

１，５００点 

ロ 処方せんを交付しない場合 

１，８００点 

［算定要件］ 

１ 特定施設において療養を行っている患者等であって通院が困難なものに対して、その

同意を得て、計画的な医学管理の下に月２回以上の定期的な訪問診療を行っている場合

に算定する 

２ 別に厚生労働大臣が定める診療に係る費用及び投薬の費用は、所定点数に含まれる 

等 
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【Ⅴ－２（在宅医療について）－⑤】 

骨子【Ⅴ－２－(7)】

寝たきり老人訪問指導管理料の廃止 
 

第１ 基本的な考え方 

 

寝たきり老人訪問指導管理料については、在宅療養支援診療所及び在宅時

医学総合管理料の普及により、本来の役割を終えたと考えられることから、

廃止する。 

 

 

第２ 具体的な内容 

 

寝たきり老人訪問指導管理料を廃止する。 
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改改

骨子【Ⅴ－２－(9)】

訪問薬剤管理指導の充実 
 

第１ 基本的な考え方 

 

１ 薬局の薬剤師による訪問薬剤管理指導の一層の充実を図るため、現在行っ

ている医師との連携に加えて、在宅療養を支える関係職種と一層の連携を行

った上で訪問薬剤管理指導を行うこととし、適切な評価とする。 

 

２ 薬局の薬剤師が、薬学的管理指導計画に基づき計画的な訪問薬剤管理指導

を実施している場合において、患者の状態が急変した場合等、在宅療養を担

う保険医の急な求めに応じて、薬剤師が患家を訪問して必要な薬学的管理及

び指導を行った場合を評価する。 

   また、在宅患者が、薬学的管理指導計画に係る疾病と別の疾病にり患した

場合など、臨時の処方が行われ調剤した場合を評価する。 

 

 

第２ 具体的な内容 

 

１ 現行の訪問薬剤管理指導について、現在要件となっている医師との連携に

加えて、患者の利用する医療サービス、福祉サービス等の情報を関係職種と

共有した上で行うこととし、月の２回目以降の算定の場合の評価を引き上げ、

点数を一本化する。 

※ また、居住系施設入居者等に対して行う場合についての評価を新設する。 

 

現 行 改正案 

【在宅患者訪問薬剤管理指導料】 

１ 月の１回目の算定の場合  ５００点 

 

２ 月の２回目以降の算定の場合 

               ３００点 

 

 

・ 医師の指示に基づき、薬剤師が薬学的管

理指導計画を策定し、患家を訪問して、薬

学的管理及び指導を行った場合に算定 

・ 薬学的管理指導計画の策定に当たっては、

処方医から提供された情報等を踏まえて行

う。 

【在宅患者訪問薬剤管理指導料】     

１ 在宅での療養を行っている患者（居住系

施設入居者等を除く。）の場合 

５００点 

２ 居住系施設入居者等の場合 

３５０点 

 

・ 医師の指示に基づき、薬剤師が薬学的管

理指導計画を策定し、患家を訪問して、薬

学的管理及び指導を行った場合に算定 

・ 薬学的管理指導計画の策定に当たっては、

処方医から提供された情報等に加えて、必

要に応じ、患者が他の医療サービス、福祉

【Ⅴ－２（在宅医療について）－⑥】 
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新新

 

 

・ 訪問結果について医師に情報提供する。

サービス等を受けた際の状況と指導内容に

つき、関係職種間で共有した上で行う。 

・ 訪問結果について医師に情報提供すると

ともに、必要に応じ、関係職種に情報提供

する。 

 

 

２ 訪問薬剤管理指導を実施している患者の状態が急変した場合等、計画的な

訪問薬剤管理指導とは別に、主治医の急な求めに応じて、薬剤師が患家を訪

問して必要な薬学的管理及び指導を行った場合を新たに評価する。 

  

在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料  ５００点 

 

［算定要件］ 

１ 訪問薬剤管理指導を実施している患者の状態の急変等に伴い、当該患者の在宅療養

を担う保険医療機関の保険医の求めにより、当該患者に係る計画的な訪問薬剤管理指

導とは別に、緊急に患家を訪問して、必要な薬学的管理及び指導を行った場合に、月

４回に限り算定する 

２ 患者の薬剤服用歴に、在宅療養を担う保険医から緊急の要請があって実施した旨を

記載する 

３ 実施した薬学的管理の内容の薬剤服用歴への記載等の要件については、在宅患者訪

問薬剤管理指導料と同様との要件とする 

 

 ３ 薬学的管理指導計画に基づき訪問薬剤管理指導を実施している患者につ

いて、当該薬学的管理指導計画に係る疾病と別の疾病又は負傷に係る臨時の

投薬が行われた場合には、薬剤服用歴管理指導料（後期高齢者においては、

後期高齢者薬剤服用歴管理指導料）を算定できることとする。 
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【Ⅴ－３（外来医療について）－①】 

新新

骨子【Ⅴ－３－(1)】

後期高齢者の継続的な管理の評価 
 

第１ 基本的な考え方 

 

後期高齢者の外来医療に当たっては、治療の長期化、複数疾患のり患とい

った心身の特性等を踏まえ、慢性疾患等に対する継続的な管理を行うことを

評価する。 
 
 
第２ 具体的な内容 

 

患者の同意を得た上で他の医療機関での診療スケジュール等を含め、定期

的に診療計画を作成し、総合的な評価や検査等を通じて患者を把握し、継続

的に診療を行うことを評価する。 
 
   後期高齢者診療料  ６００点（月１回） 
 

［算定要件］ 

１ 保険医療機関である診療所又は当該病院を中心とした半径４キロメートル以内に診

療所が存在しない病院 

２ 入院中の患者以外の患者であって別に厚生労働大臣が定める慢性疾患を主病とする

ものに対して、後期高齢者の心身の特性を踏まえ、患者の同意を得て診療計画を定期

的に策定し、計画的な医学管理の下に、栄養、運動又は日常生活その他療養上必要な

指導及び診療を行った場合に算定できる 

３ 診療計画には、療養上必要な指導及び診療内容、他の保健・医療・福祉サービスと

の連携等を記載すること 

   ４ 毎回の診療の際に服薬状況等について確認するとともに、院内処方を行う場合には、

経時的に薬剤服用歴が管理できるような手帳等に薬剤名を記載する 

５ 患者の主病と認められる慢性疾患の診療を行う１保険医療機関のみにおいて算定す

る 

６ 当該患者に対して行われた医学管理等、検査、画像診断、処置は後期高齢者診療料

に含まれる。ただし、病状の急性増悪時に実施した検査、画像診断及び処置のうち、

５５０点以上の項目については別途算定できる 

７ 当該診療所（又は医療機関）に次のそれぞれ内容を含めた研修を受けた常勤の医師

がいること 

研修事項 

・高齢者の心身の特性等に関する講義を中心とした研修 

・診療計画の策定や高齢者の機能評価の方法に係る研修 

［対象疾患］ 

糖尿病、脂質異常症、高血圧性疾患、認知症  等 
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改改

骨子【Ⅴ－３－(3)】

【Ⅴ－３（外来医療について）－②】 

外来管理加算に関する病診格差の縮小について 
 

第１ 基本的な考え方 

 

外来管理加算における病院及び診療所の点数格差について、患者の視点か

ら見ると、必ずしも病院及び診療所の機能分化及び連携を推進する効果が期

待できないのではないとの指摘があることを踏まえ、評価の見直しを行う。 

 

第２ 具体的な内容 

 

   高齢者の外来管理加算について、診療所の評価を引き下げる一方、病院の

評価を引き上げ、病院と診療所の点数を一本化する。 

 

現 行 改正案 

【外来管理加算】 

老人保健法の規定による医療を提供する場合

病院           ４７点 

診療所          ５７点 

【外来管理加算】 

（点数の一本化） 

５２点 
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【Ⅴ－３（外来医療について）－③】 

改改

骨子【Ⅴ－３－(4)(5)】

「お薬手帳」を用いた情報の管理と共有 

 

第１ 基本的な考え方 

 

後期高齢者は、複数の診療科を受診し、服用する薬剤の種類数も多くなる

ことから、相互作用や重複投薬の防止のため、保険医は、診察に当たって、

やむを得ない場合を除き、服薬状況や薬剤服用歴を確認することとする。 

また、保険薬剤師は、調剤に当たって、患者の服薬状況及び薬剤服用歴を

確認することとする。 

   併せて、後期高齢者が服用する薬剤に関する情報の管理と共有のため、い

わゆる「お薬手帳」を医療機関等が活用する方策を推進する。 

 

 

第２ 具体的な内容 

 

１ 保険医療機関及び保険医療養担当規則等において、以下のとおり規定する

とともに、患者の服薬状況等の確認に当たっては、問診等による確認に加え

て、患者が、経時的に薬剤服用歴が管理できるような手帳（いわゆる「お薬

手帳」）を持参しているか否かを確認し、持参している場合には、それを活

用することとする。 

 

(1) 保険医は、診察を行う場合は、患者の服薬状況及び薬剤服用歴を確認す

る。ただし、緊急やむを得ない場合については、この限りではない。 

 

(2) 保険薬剤師は、調剤を行う場合は、患者の服薬状況及び薬剤服用歴を確

認しなければならない。 

 

 ２ 後期高齢者については、調剤報酬点数表における薬剤服用歴管理料の加算

である服薬指導加算と薬剤情報提供料を廃止するとともに、薬剤服用歴管理

料の算定要件に、患者等から収集した服薬状況等の情報に基づき服薬指導す

ること及び「お薬手帳」に薬剤情報や注意事項を記載することを新たに追加

し、その評価を引き上げる。 

 

現 行 改正案 

【薬剤服用歴管理料】       

２２点 

 

 

【後期高齢者薬剤服用歴管理指導料】    

                ３５点 

 

・ 後期高齢者である患者について、次に掲
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改改

 

 

・ 患者ごとに作成された薬剤服用歴に基づ

き、投薬に係る薬剤の名称、用法、用量、

効能、効果、副作用及び相互作用に関する

主な情報を文書等により患者に提供し、薬

剤の服用に関し、基本的な説明及び指導を

行った場合に算定 

 

・ 服薬指導加算        ２２点 

処方された薬剤について、直接患者又

はその家族等から服薬状況等の情報を収

集して薬剤服用歴に記録し、これに基づ

き薬剤の服用等に関し必要な指導を行っ

た場合に加算 

 

【薬剤情報提供料】       １５点 

・ 調剤日、投薬に係る薬剤の名称、用法、

用量、相互作用その他服用に際して注意す

べき事項を患者の求めに応じて手帳に記載

した場合に、月４回（処方の内容に変更が

あった場合は、その変更後月４回）に限り

算定 

 

げる指導等のすべてを行った場合に算定 

 

① 患者ごとに作成された薬剤服用歴に基づ

き、投薬に係る薬剤の名称、用法、用量、

効能、効果、副作用及び相互作用に関する

主な情報を文書等により患者に提供し、薬

剤の服用に関し、基本的な説明を行うこと

 

 

 

② 処方された薬剤について、直接患者又は

その家族等から服薬状況等の情報を収集し

て薬剤服用歴に記録し、これに基づき薬剤

の服用等に関し必要な指導を行うこと 

 

 

 

③ 調剤日、投薬に係る薬剤の名称、用法、

用量、相互作用その他服用に際して注意す

べき事項を患者の手帳に記載すること 

 

３ 現行の薬剤情報提供料の老人加算について、後期高齢者医療制度の施行に

伴い廃止し、後期高齢者診療料を算定する患者以外の患者に対して「お薬手

帳」に記載した場合等の評価に改める。 

 

現 行 改正案 

【薬剤情報提供料】       １０点 

 

・ 老人加算           ５点 

患者（老人保健法の規定による医療を

提供する場合に限る。）に対して、処方

した薬剤の名称を当該患者の健康手帳に

記載するとともに、当該薬剤に係る名称、

用法、用量、効能、効果、副作用及び相

【薬剤情報提供料】      １０点 

 

・ 後期高齢者加算       ５点 

後期高齢者である患者に対して、処方

した薬剤の名称を当該患者の手帳に記載

するとともに、当該薬剤に係る名称、用

法、用量、効能、効果、副作用及び相互

作用に関する主な情報を文書により提供
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互作用に関する主な情報を文書により提

供した場合に、月１回に限り（処方の内

容に変更があった場合は、その都度）加

算 

・ 保険薬局において調剤を受けるために処

方せんを交付した患者については、算定し

ない 

した場合に、月１回に限り（処方の内容

に変更があった場合は、その都度）加算

 

 

・ 保険薬局において調剤を受けるために処

方せんを交付した患者については、算定し

ない 

 

※ 後期高齢者診療料を算定する患者につ

いては、薬剤情報提供料及び後期高齢者

加算は、算定しない 
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【Ⅴ－３（外来医療について）－④】 

新新

骨子【Ⅴ－３－(6)】

 薬局における服薬管理の充実 
 

第１ 基本的な考え方 

 

薬剤師が行う服薬支援の取組を一層推進するため、服薬の自己管理が困難

な外来患者が持参した調剤済みの薬剤について、薬局において整理し、薬剤

の一包化、服薬カレンダーの活用等により日々の服薬管理を支援した場合を

評価する。 

 

 

第２ 具体的な内容 

 

自己による服薬管理が困難な外来の患者又はその家族等の求めに応じ、当

該患者が服薬中の薬剤について、当該薬剤を処方した保険医に当該薬剤の治

療上の必要性及び服薬管理に係る支援の必要性を確認した上で、薬剤師が患

者の服薬管理を支援した場合に、外来服薬支援料を算定できることとする。 

 

   外来服薬支援料  １８５点 

 

［算定要件］ 

服薬管理に係る支援の必要性を処方医に確認した旨並びに外来服薬支援を行った薬

剤の名称、外来服薬支援の内容及び理由を薬剤服用歴に記載する 
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【Ⅴ－４（終末期医療について）－①】 

新新

骨子【Ⅴ－４－(1)】

ガイドラインに沿った終末期における 
十分な情報提供等の評価 

 

第１ 基本的な考え方 

 

安心できる終末期の医療の実現を目的として、患者本人による終末期の医

療内容の決定のための医師等の医療従事者による適切な情報の提供と説明を

評価する。 

 

 

第２ 具体的な内容 

 

医師が一般的に認められている医学的知見に基づき回復を見込むことが難

しいと判断した後期高齢者について、患者の同意を得て、医師、看護師、そ

の他関係職種が共同し、患者及びその家族等とともに、終末期における診療

方針等について十分に話し合い、その内容を文書等にまとめた場合に評価す

る。 

 

１ 医師又は歯科医師 

 

   後期高齢者終末期相談支援料  ２００点（１回に限る） 

 

［算定要件］ 

１ 終末期における診療方針等について十分に話し合い、文書（電子媒体を含む）又は

映像により記録した媒体（以下、「文書等」という。）にまとめて提供した場合に算

定する 

２ 患者に対して、現在の病状、今後予想される病状の変化等について説明し、病状に

基づく介護を含めた生活支援、病状が急変した場合の延命治療等の実施の希望、急変

時の搬送の希望並びに希望する際は搬送先の医療機関の連絡先等終末期における診療

方針について話し合い、文書等にとりまとめ提供する 

３ 入院中の患者の診療方針について、患者及び家族等と話し合いを行うことは日常の

診療においても必要なことであることから、入院中の患者については、特に連続して

１時間以上にわたり話し合いを行った場合に限り算定できることとする 

４ 患者の意思の決定に当たっては、「終末期医療の決定プロセスに関するガイドライ

ン」（平成１８年５月２１日医政発第０５２１０１１号）及び「終末期医療に関する

ガイドライン」（日本医師会）等を参考とすること  等 
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新新

新新

新新

２ 薬局の薬剤師の場合 

 

   後期高齢者終末期相談支援料  ２００点（１回に限る） 

 

［算定要件］ 

在宅患者について、患者の同意を得て、保険医及び看護師と共同し患者及びその家

族等とともに、終末期における診療方針等について十分に話し合い、その内容を文書

等により提供した場合に算定する 

 

３ 看護師の場合 

 

   後期高齢者終末期相談支援療養費  ２，０００円（１回に限る） 

（訪問看護療養費） 

後期高齢者終末期相談支援加算     ２００点（１回に限る） 

（在宅患者訪問看護・指導料） 

  ［算定要件］ 

     利用者の同意を得て、保険医と共同し、利用者及びその家族等とともに、終末期に

おける診療方針等について十分に話し合い、その内容を文書等により提供した場合に

算定する 
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【Ⅴ－４（終末期医療について）－②】 

改改

改改

骨子【Ⅴ－４－(2)】

訪問看護におけるターミナルケアに係る評価の見直し 
 

第１ 基本的な考え方 

 

在宅患者の看取りについて、死期が迫った患者やその家族の不安、病状の

急激な変化等に対して、頻回にわたる電話での対応や訪問看護を実施してい

ることを踏まえ、評価を引き上げる。 

 

 

第２ 具体的な内容 
 

ターミナルケア療養費に係る連携先による療養費の違い、死亡前２４時間

以内の訪問の要件を廃止するとともに、ターミナルケアに係る支援体制を充

実することで評価を引き上げる。 
 

現 行 改正案 

【訪問看護ターミナルケア療養費】 

イ ターミナルケア療養費１ 

 （在宅療養支援診療所と連携した場合） 

１５,０００円 

ロ ターミナルケア療養費２ 

（イ以外の場合）    １２,０００円 

在宅で死亡した利用者に対して、死亡日

前１４日以内に２回以上訪問看護を実施

し、死亡前２４時間以内にターミナルケア

を行った場合。  

【訪問看護ターミナルケア療養費】 

（点数の一本化） 

            ２０，０００円 

 

 

 

在宅で死亡した利用者に対して、死亡日

前１４日以内に２回以上訪問看護を実施

し、かつ、訪問看護におけるターミナルケ

アに係る支援体制について利用者及びその

家族等に対して説明した上でターミナルケ

アを行った場合。 

【在宅患者訪問看護・指導料 在宅ターミナ

ルケア加算】 

・ターミナルケア加算（Ⅰ）１，５００点 

・ターミナルケア加算（Ⅱ）１，２００点 

在宅で死亡した患者に対して、死亡日前

１４日以内に２回以上訪問看護・指導を実

施し、かつ、死亡前２４時間以内にターミ

ナルケアを行った場合は（Ⅱ）を、在宅療

養支援診療所の医師と連携し、その指示を

受けて行った場合は、（Ⅰ）を算定できる。

【在宅患者訪問看護・指導料 在宅ターミナ

ルケア加算】 

（点数の一本化） 

             ２，０００点 

在宅で死亡した患者に対して、死亡日前

１４日以内に２回以上在宅患者訪問看護・

指導を実施し、かつ、訪問看護におけるタ

ーミナルケアに係る支援体制について患者

及び家族等に対して説明した上でターミナ

ルケアを行った場合。 

 



(新) 後期高齢者診療料 600 点(月 1 回) について 

2008 年 2 月 19 日 東京保険医協会調べ 
※今後変更されることがありえますのでご了承ください。 
※信頼される筋からの情報です。下線のところが現在判明している事項です。 
 
(新) 後期高齢者診療料 600 点(月 1 回) の算定要件 1～7 について 

○全体について 
①糖尿病等の慢性疾患がある患者について、「後期高齢者診療料」を算定しない場合、従来通りの出

来高算定としてよいか？ 
 →出来高でよい。ただし後期高齢者外来継続指導料 200 点だけは算定できない 
②糖尿病等の慢性疾患がある患者について、患者毎に「後期高齢者診療料」と従来通りの出来高を

それぞれ算定してよいか？ 
 →不明 
③届出医療機関で他科医療機関への紹介について制限はあるか 
 →制限なし 
④包括範囲の診療行為（たとえば 550 点未満の検査など）を他医療機関でうけることを目的に、他

医療機関に紹介することは可能か 
 →可能である  
⑤急性増悪の場合、出来高で算定することはできるのか 
 →現在の生活習慣病指導管理料と同じ考え方で、急性増悪の翌月から出来高に切り替えることが

できる 
 
1 「半径 4キロメートル以内に診療所」 

①「診療所」なら何でも考慮されるか？(歯科診療所？ 眼科、整形、などの単科診療所？) 
 →不明 
②4 キロメートルの設定について根拠は何か？ 根拠とするデータはあるか？ 
 →不明 
③「4 キロメートル」について、山や谷、海などで隔てられる場合何らかの考慮があるか？ 
 →不明 
④4 キロメートル以内に診療所が新設されたり廃業する場合はその都度当該病院の算定方式は変わ

ることになるか？ 
 →理論的にはそうなるが、届出が受理されている場合どうなるかは不明 

 
2 「主病」「患者の同意」 →不明 
①「主病」はどのように定義するか？(以前の「主傷病・副傷病」でも定義がなく混乱を続けている) 
②「患者の同意」が得られない場合、どのような取り扱いになるか？ 

ア、アクセス制限などの仕組みについて同意が得られない場合 
イ、認知症等の疾患の特性によって同意が得られない場合 
ウ、「患者の同意」が得られない場合など、従来通りの出来高で算定してよいか？ 



 
3 診療計画 

①従来、診療録と介護保険等の記録は分けることとされていたが、「診療計画」においてそれぞれの

記録をすると整合性がとれないが、どのように取り扱いになるか？ 
 →不明 
②搬送先を記載することになっているが確保できない場合、記載してなくもよいか。 
 →よい 
③自院を搬送先にしてもよいか 
 →よい。ただし、後期高齢者外来患者救急入院診療加算 500 点のみは算定できない 

 
5 「主病」「1 保険医療機関」 
①「主病」の定義は？ 
 →不明 
②慢性疾患であっても、高血圧、糖尿病、認知症、等々、それぞれ専門の医療機関への継続通院が

必要と医師が判断する場合、本人が希望する場合など、「1 保険医療機関」に限定することは無理

を生じる。どのような取り扱いになるか？ 
 →不明 
③「1 保険医療機関」への限定に関して、患者の申告を信頼することはもとより限界がある。「1 保

険医療機関」への限定は誰がどのような方法で確認するのか？ 
 →不明 

 
6 「550 点以上」 

①「550 点以上」とは、単独の検査で「550 点以上」という意味か？ 
 →そのとおり 
②「550 点以上」の根拠は何か？ データはあるか？ 急性増悪をきたした場合、例えばエコー検

査(530 点)は多くの内科系診療所において有用な検査手段であるが、この検査が算定できないよう

に設定した理由は何なのか？ 
 →不明 

 
7 研修 →不明 

①研修内容は十分に研究されているのか？ 
②3 月 31 日までの終了する見込みはあるのか？ 
③研修が診療に及ぼす影響 (患者への影響、及び、医療機関の損害) についてどのように検討してい

るか？ 
④3月 31日までに研修が実施できない場合の救済措置 (例えば日医の生涯学習制度で代替するなど)
の予定はあるか？ 
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